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根拠法令・要綱等 伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例、伊賀市同和施策審議会条例
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成果（どうなるのか）

「伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例」の理念を踏まえ、同和問題の解決を目指
し、同和行政施策について総合的、計画的に実施するための指針として必要な計画である。

計画が策定されれば、実態調査の結果を踏まえ、地区の実情や施策ニーズに基づく対策を一般施策の中で体系的に適
切に進めることができる。

平成20年6月に計画は策定された。
検討会を立ち上げることができなかった。

  19年度末までに答申をとの諮問であったが、20年度にずれ込んだ。審議が精力的かつ慎重に行われた結果であり、そ
の効率性に問題はない。
  コスト面において、策定が20年度にずれ込んだことにより余分な支出が発生した訳ではない。
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